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Ⅰ 緒言 

人口減少に伴い、労働力不足が深刻化する中で、高齢者がより一層活躍できる社会環境

を整えていく必要が生じている。日本の高齢者の就労意欲は高いが、皆が望む仕事に就け

るわけではない。年金財源問題の解決策のひとつとして、70 歳以降の受給開始を選択可能

とするなどの制度改革が検討される中、高齢者の雇用・就業促進は今後ますます関心が拡

大していく分野であることが予想される。 

 

Ⅱ 研究目的 

本研究では、ホテル業界を対象に高齢従業員（60 歳以上従業員）雇用の促進要因を量的

調査によって明らかにするとともに、高齢従業員雇用が進展しているホテルを対象にその

理由を質的調査に基づき解明する。 

 

Ⅲ 量的調査 

1. 方法 

観光庁に登録されたホテル 945 施設の人事責任者を対象に、自記式調査表による郵送調

査を実施した。調査期間は 2017 年 11 月～12 月であった。有効回答票は 289 票、有効回収

率は（31.2％）であった。高齢者雇用の進捗は「高齢従業員比率」「高齢従業員の在籍部門

数」「高齢従業員の増員意向のある部門数」で評価し、要因には①企業属性（社歴、売上高、

常用労働者数）②高齢従業員への措置（労働時間の短縮、賃金制度の見直し、安全・健康

への配慮、再雇用制度の導入、定年年齢の引き上げ）、③人事責任者の高齢者観（対人関係

と熱意、非生産的と不適応）を取り上げた。統計手法は重回帰分析であった。本調査は、

桜美林大学研究倫理委員会の承認（承認番号は 17017）を得て実施した。 

2. 結果 

高齢従業員比率に対しては、「定年年齢の引き上げ」が有意な正の影響、「売上高」が有

意な負の影響をもっていた。高齢従業員の在籍部門数に対しては、「売上高」「社歴」がそ

れぞれ有意な正の影響を、「常用労働者数」は負の有意な影響をもっていた。高齢従業員の

増員意向のある部門数はいずれの要因も有意な影響はなかった。 

 

Ⅳ 質的調査 

1. 方法 

量的調査で把握された「高齢従業員が質的に進展しているホテル」（65 歳以上の従業員

が 5 部門中、4 部門以上に在籍）の人事責任者を対象に半構造化面接を実施した。調査は

2018 年 2 月～3 月に行った。調査は桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施した（承

認番号は 17017）。分析対象は 6 施設、7名であった。逐語録を SCAT（Steps for Coding And 

Theorization）を用いて分析した。 

2．結果 

6事例を統合したストーリーラインは以下のとおりである。文中の〈 〉は、SCATの分

析手順に則り、抽出した 91 のテーマ・構成概念のうち、複数事例に登場する高齢従業員

雇用の促進要因に着目し、生成したカテゴリを意味する。 

高齢従業員をまんべんなく雇用するホテルの人事責任者は〈若年層の採用難〉を喫緊の
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課題として抱えるとともに、〈継続雇用制度による雇用確保義務〉を強く意識していた。継

続雇用者、高齢期での中途採用者いずれに対しても〈柔軟なシフト対応への期待〉を抱き、

〈経験不問かつ自動化困難な業務〉に配置。継続雇用者に対しては〈既存社員の経験・ス

キルの活用意向〉に基づき、数は少ないながらも〈経験を生かしたサポート業務〉〈顧客に

高い付加価値を提供する業務〉への配置が実施されていた。 

 

V  考察 

 質的調査では、高齢従業員雇用の促進要因を「雇用の量」の面から捉えると、若年層の

採用難の影響が著しかった。高齢期の就業を希望する場合、柔軟なシフト対応が可能であ

れば、高齢であっても採用される可能性が高いことがわかった。ただし、その仕事内容は、

主に経験不問かつ自動化困難な職種である。一方、「雇用の質」の面では、経験・スキルの

活用意向が促進要因になりうることが示唆された。ただし、継続雇用者のすべてが経験・

スキルを生かした仕事ができるわけではない。今後、経験を生かしたサポート業務や顧客

に高い付加価値を提供する業務が拡充されれば、雇用の質という面でも高齢従業員雇用が

進展する可能性もある。ただし、それを実現するには、高齢者が働くことに対する忌避感

をどのように解消していくかという課題も残されている。 

本研究にはいくつか限界がある。第 1 に対象者が限定的である点である。統計解析を行

うのに十分な回答を得られたものの、有効回収率は 3割強に留まっており、結果の一般化

には慎重でならなければならない。第 2 に、業界特性によるバイアスの考慮が必要とされ

る点である。他の業界においてはホテル業界とは異なるメカニズムが働いている可能性も

あり、他の業界との比較検討が求められる。第 3 に、「就業の質」を測定する指標の妥当

性である。本研究では探索的に「高齢従業員の雇用部門数」を用いたが、その妥当性を検

証する必要がある。第 4 に、分析モデルの説明力が不十分だという点である。「高齢従業

員比率」「高齢従業員の雇用部門数」の促進要因に関する分析モデルの決定係数（調整済み

R2）はいずれも、0.084 であり、説明力は十分と言えない。質的調査で明らかになった促

進要因も含めたモデルの再構築及び検証が必要である。 
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問題を抱えているが、何故企業は評価制度と重要の位置を置くのか、それには理由が 
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